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中期経営計画

未知を拓き、未来を創る

はかる・わかる・つながる

MISSION

VISION

VALUE

SPIRIT

長期経営戦略

人とテクノロジーのより良い関係を支え
サステナブルな社会の実現を加速させる

ビジョン実現に向けた
直近３カ年の戦略、重点施策

ビジョン実現に向けた長期戦略

モノ→コト→モノの循環による
顧客価値の創出

中期経営計画

小野測器が共有する想い

【中長期戦略の位置づけ】

長期経営戦略　「モノ→コト→モノの循環による顧客価値の創出」 　企業価値の向上・ビジョンの実現を目指す

中期経営計画 Challenge Stage　ロードマップ

事業再生～Reborn～
挑戦の機運を再び盛り上げ

新たに生まれ変わる

はかるを極め、
わかるに挑み、
世界につなげる

▼

ブランド力の強化

Stage Ⅰ Stage Ⅱ Stage Ⅲ Stage Ⅳ Stage Ⅴ

One Stop Solutionで
次の10年も必要とされる

パートナーに

2016 2019 2022 2025 2028 2030

　近年、あらゆるものを取り巻く環境が目まぐ

るしく変化しています。テクノロジーの急速な

発展、人々の生活様式や意識の変化、環境・社

会・人権等への意識の高まり、加えて当社の主

要顧客である自動車業界は「100年に1度の変

革期」を迎えています。

　そのような流れの中でも、小野測器は企業理

念を不変的な「社会との約束」と位置付け、そ

の約束を果たすための施策として長期経営戦略

及び中期経営計画を策定しています。

　当社のビジョン実現に向けた長期経営戦略は、

「モノ→コト→モノの循環による顧客価値の創

出」としました。製品の機能(モノの価値）をベ

ースに、サービスを通してさらに価値を高め

（コトの付加価値）、お客様との共創の中で得た

知見を製品開発にフィードバックするプロセス

（モノ→コト→モノの循環）により、持続可能

な成長を目指します。

　また、直近3カ年に実行する中期戦略、重点

施策を具体的な戦略に落とし込んで実行するも

のとして、中期経営計画「Challenge Stage」

を策定しています。 「Challenge Stage」は

2030年のビジョン達成を目標に、Stage Ⅰ～

Stage Ⅴの5つに分かれています。各Stageご

とにその位置付けに沿った基本方針を策定する

ことで、変化する環境に即した戦略を速やかに

実行しながら、長期ビジョンに着実に近付く体

制を整えています。

　これら経営戦略及び経営計画は、創業の精神

を始めとして当社社員が作り上げてきた価値観

や私たちが共有する想い（SPIRIT）がベースと

なっており、変わりゆく時代のなかでも“不変

のもの”として守り抜くことを前提としていま

す。
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Challenge Stage Ⅲ（2022-2024年）の振り返り

【業績目標と実績】

【基本方針】「事業再生～Reborn～」 【各活動テーマの成果と課題】
　Chal lenge Stage Ⅱの最終年となった

2021年当時、コロナショックを契機とした社

会の急速な変化が当社の事業活動にも大きな影

響を与え、当社事業は社会の趨勢との間にずれ

が生じていることが顕在化しました。

　そこで2022年からスタートしたChallenge　

Stage Ⅲではこれら変化に柔軟に対応するた

め、挑戦の機運を再び盛り上げ、新たに生まれ

変わる覚悟を持って取り組むこととし、基本方

針を「事業再生～Reborn～」としました。

　活動テーマとして「成長戦略」「業績伸長」

　コロナ禍の赤字からは脱却できましたが、連

結売上高は目標とした経営成績には及びません

でした。しかし、受注高はコロナ禍以前の水準

まで戻すことができました。

「構造改革」の3つのテーマを掲げ、コロナ禍で

落ち込んだ業績の回復と、さらなる成長を遂げ

ることを目標に取り組みました。

　海外では自動車業界における急速なEV化か

らの揺り戻しが見られ自動車販売数が停滞した

影響もあり、海外市場での収益の拡大は道半ば

となりました。

黎明期Ⅰ 変革期Ⅱ 再生期Ⅲ 成長期Ⅳ 達成期Ⅴ

0
2016 2019 2022 2025 2028

5,000

10,000

15,000

20,000 音環境に関する取り組みとして、「Sound One」の提供を開始、計測技術の知見を活
かした「コト」ビジネスへの参入として、電動車両の「ベンチマーキングレポート」の
販売を開始。また、インフラ・ヘルスケア領域への技術展開の探求などを実施

成長戦略：「環境」「社会的課題の解決」を通した成長の実現
　新たな事業を展開すること、インフラ・ヘルスケアなどの新たな領域での新製品・新サービス

の創出に挑戦しました。

1

新領域での事業の確立、新しい事業を生み出す力の強化

成果

課題

現地法人の体制強化、本社からの支援体制整備、海外での商流の拡大など

業績伸長：アジア地域を中心とした海外市場の強化による収益の拡大
　成長のためのターゲットを海外市場と定め、体制の強化から取り組みましたが、コロナ禍によ

る活動制約が長引きました。

2

地域別の市場に合わせたマーケティング強化と市場にマッチした商品の投入

成果

課題

定年延長、人財教育などの人的資本への投資と働く環境の整備、社内でのDXの展開
など

構造改革：DXとオープンイノベーションの推進による改革の実現
　DXとオープンイノベーションによる効率化を図るとともに、人への投資によるエンゲージメ

ントの向上に取り組みました。

3

DXとオープンイノベーションの成果を成長へとつなげること

成果

課題

2021年
Stage Ⅲ 目標 業績推移

2024年 2022年 2023年 2024年

連結売上高
（百万円） 9,852 14,000 10,928 11,539 11,804

連結営業利益
（百万円） △859 1,000 55 139 144

ROE △9.6% 5％ 以上 1.9% 3.3% 9.9%

海外売上高比率 14.4% 27.0% 16.5% 18.4% 16.2%

未
来
を
創
る
成
長
戦
略
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Challenge Stage Ⅳ（2025-2027年）［1］

【基本方針】「はかるを極め、わかるに挑み、世界につなげる」

・急速なEV化やそこからの揺り戻し
・地政学リスクの高まりやエネルギー問題
・物価高（円安）の進行 
　⇒労務費、部材価格の高騰／中小企業保護
・生成AIの普及
・働き手の減少
・生産の海外シフト加速
・地球規模でのCNへの取り組み加速
・コロナ禍を経た社会の変化　等

当社をとりまく外部環境
ものづくりの力　　はかる力　　顧客サポート力

【背景：外部環境の変化と当社の強み】 【業績目標】
　Challenge Stage Ⅲでは、コロナ渦という

未曽有の環境変化の中、業績回復と持続的成長

を目指して戦略を展開してきました。　　

　Challenge Stage Ⅳでは、これまでの成果

を「事業としての成長」へと結びつけるべく、挑

戦を続けていきます。

　当社の主要顧客である自動車業界は、急速な

電動化対応や開発期間の短縮のためデジタル開

　上記背景と当社の“ありたい姿”を照らし合

わせ、Challenge Stage Ⅳは「はかるを極め、

わかるに挑み、世界につなげる」を基本方針と

しました。

　当社のミッションである「未知を拓き、未来

を創る」ために、私たちの強みである「ものづ

くり」「計測技術」「顧客サポート」、この3つの

【成長に向けた4つの戦略】
　Challenge Stage Ⅳでは、同Stage Ⅲから続

く「成長戦略」「業績伸長」「構造改革」に「成長投

資」を加えた4つの戦略を活動の柱としています。

　また、その戦略を実行するための基盤となる

発の高度化や試作レスへと向かっており、これ

まで当社が専門性を発揮してきた領域での投資

が減少しています。

　そのような中でも持続的な成長を遂げるため

には、当社の強みである、顧客からの信頼を基

盤とした「ものづくりの力」「はかる力」「顧客

サポート力」の3つの力を活かすことが重要で

す。

力を最大限に活かしながら、成長のためのさま

ざまな課題を克服し、将来のビジョン達成に向

けて取り組んでいきます。

　またChallenge Stage Ⅳでは、専門性の拡

大と市場の拡大が主要なテーマです。顧客が抱

える課題を、顧客とともに解決するビジネスモ

デルへの変革に挑戦します。

「サステナビリティへの対応(P.35)」や「資本コ

ストや株価を意識した経営の実現」も当社が取

り組むべき重要な課題と捉え、並行して取り組

んでいきます。

成長投資： 開発投資35億円～40億円、設備投資40億円（3年累計）
（2024年の旧本社ビル売却資金を活用）4

構造改革： DX／稼ぐ仕組みの構築、
オープンイノベーションによる成長戦略の早期実現3

業績伸長： グローバルでの計測機器拡販で
「はかる力を世界につなげる」2

成長戦略： デジタル開発への対応で
「はかるを極め、わかるに挑む」1

※2024年の業績には、旧本社売却による特別利益を含みます

実績 （2024年） 目標 （2027年） 成長率

連結売上高（百万円） 11,804 14,500 22.8%

連結営業利益（百万円） 144 1,000 591.7%

ROE 9.9% 6％ 以上 -

海外売上高（比率） 1,911
（16.2％）

3,500
（24.1%）

83.1%
（+7.9p）

社会性
ISO認証

環境への取り組み
人権尊重

専門性
課題解決力

開発力
豊富な実績 品質

精度
トレーサビリティ
アフターサービス

人と人との
つながり
社員の人柄
組織文化

信頼

未
来
を
創
る
成
長
戦
略
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　Challenge Stage Ⅳの重要な柱となる「成

長戦略」「業績伸長」「構造改革」「成長投資」は

相互に作用し合いながら実行されます。

　「成長戦略」「業績伸長」を実現するためには

「構造改革」も並行して実行していくことが必

要となり、各戦略の実行を支える基盤として

「サステナビリティへの対応」や「資本コストや

株価を意識した経営の実現」が必要です。

　また、成長投資を行うことにより、これら戦

略の実現をさらに後押ししていきます。

【各戦略の位置付け、概要】

Challenge Stage Ⅳ（2025-2027年）［2］

　当社は2024年5月、新横浜に所有していた

旧本社の土地・建物を売却しました。本売却は、

固定資産を成長のための投資に組み替えること

を目的とし、売却によって得られた資金はこの

目的に投じることとしています。

　開発投資としては3年間で総計35～40億円

を予定しており、当社の提供価値である「はか

る・わかる・つながる」を実現するため、「音・

振動領域」「MBD領域」「熱マネジメント領域」

「新センシング領域」「計測プラットフォーム拡

大」等の領域に積極的に投資を行います。

　設備投資は3年間で総計40億円を予定してお

り、中部地域における拠点として新事業所の建

設を計画中です。また、新技術のための設備、

DX投資、老朽設備の更新等への投資も予定し

ています。

成長投資： 開発投資35億円～40億円、設備投資40億円（3年累計）
(2024年の旧本社ビル売却資金を活用)4

　デジタルデータの活用により顧客へ提供する

情報の価値向上を実現するとともに、DXの導

入や営業プロセスの改善等により業務を効率化

し、グローバル拡販のための時間創出に取り組

みます。

　また、他社あるいは他機関の優れた技術やア

イデア、経営資源を取り込み当社の事業と組み

合わせることで、成長戦略の早期実現やイノベ

ーションの創出を後押しします。

構造改革： DX／稼ぐ仕組みの構築、
オープンイノベーションによる成長戦略の早期実現3

　当社は、主力市場である日本の産業のみなら

ずグローバルな市場をターゲットに、経済の発

展を目指す地域に品質と生産性向上の基盤とな

る計測技術・製品を提供することで、業績を伸

ばすだけでなく世界の産業を安全かつ安定的に

支援する存在になりたいと考えています。

　その“ありたい姿”に向け、グローバル拠点

での販売網を拡大し、市場ごとのニーズを捉え

たライン向け商品の提供実現に取り組むことで、

「販売力×商品力」の相乗効果によりグローバ

ルにものづくりを支援する企業への成長を目指

します。

業績伸長： グローバルでの計測機器拡販で
「はかる力を世界につなげる」2

　当社の主要顧客である日本の自動車業界では、

サステナブルな社会の実現に向けた膨大な開発

ボリュームを抱えており、デジタルを活用した

モデルベース開発（MBD）で少しでも開発負担

を低減することを目指しています。

　当社もその取り組みに寄り添い、“はかる”

を極めて未知なる現象を解明すること、そして

顧客のMBDに対応したモデル化を可能にすべ

く “わかる”に挑戦します。

　また、顧客と同じ立場に立ち、同じ視点から

物事を理解するため、10年ほど前からは受託

試験を始めとしたエンジニアリング事業にも力

を入れています。当社も、自分たちの手で、デ

ジタルを活用したMBDに取り組みます。

　当社の得意領域である専門性を拡大すること

により、さらなる成長を目指していきます。

成長戦略： デジタル開発への対応で
「はかるを極め、わかるに挑む」1

４.成長投資

・サステナビリティへの対応（P.35）
・資本コストや株価を意識した経営の実現

１.成長戦略 ２.業績伸長

３.構造改革

未
来
を
創
る
成
長
戦
略
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各戦略担当役員メッセージ［1］  デジタルと共創をキーに成長へつなげる

取締役　上席執行役員
特注・エンジニアリング領域担当

安地隆浩
取締役　上席執行役員
計測機器領域担当

塚越　照

　小野測器のミッションは「未知を拓き、未来

を創る」ですが、このミッションを果たすため

には“測ること”を目的とするのではなく、お

客様と同じ視点まで視座を高め、“なぜ測りた

いのか”という根本まで理解した事業を展開し

ていく必要があります。当社がエンジニアリン

グ事業を進める理由もそこにあり、自らがユー

ザーの立場に立つことで本質が理解でき、そこ

で得たことを社内にフィードバックすることで、

真の意味で社会に貢献できる製品開発が可能に

なります。そして、その経験や製品こそが当社

の成長を促す動力となるのです。

　現在、当社が主戦場としている自動車開発で

は、デジタルを活用するモデルベース開発

（MBD）が進んでいます。当社はこれまで実測

の領域で力を発揮してきましたが、今後はシミ

ュレーションのフェーズでも貢献していくこと

を目指しています。そのため、当社自身も

MBDに積極的に取り組み、その本質を理解し

た施策を推進したいと考えています。

　また2024年は、実際にその過程を経た「ク

ランプ型トルク計」の開発にも取り組みました。

ユーザー視点で辿り着いたアイデアが具現化さ

れ、製品として販売を開始しています。まさに

当社が長期戦略としている「モノ→コト→モノ

の循環による顧客価値の創出」を代表した取り

組みともいえます。今後もこのような好循環を

積極的に生み出し、成長につなげていきます。

　中期経営計画Stage Ⅳの「1.成長戦略」や

「2.業績伸長」を進めるためには、これまで当

社に無い新しい取り組みへの挑戦や会社の仕組

みを変えていくことが重要です。しかし当社だ

けでは限界があり、リソース不足が成長のネッ

クとなりかねません。そこで、その手法の選択

肢の一つとして「オープンイノベーション」に

取り組みます。

　一口に「オープンイノベーション」といって

もさまざまな切り口が考えられます。例えば

「1.成長戦略」においては「モノ→コト→モノの

循環」により成長を促進しますが、その過程で

新事業への参入や新技術の獲得を行う場合は、

他社のアイデアや経営資源を取り入れた方がよ

り優れた成果を生み出せることもあります。ま

た「2.業績伸長」においては、新市場へ裾野を

広げるために当社に無い販路の獲得が必要であ

り、そこでも他社との連携が重要な役割を果た

します。この施策はあくまで促進役のため、各

戦略担当と連携を取り、適切な切り口を見極め

ながら進めていきます。

　また足元の課題解決だけでなく、他社のアイ

デアを当社の事業と組み合わせることで新たな

イノベーションを創出することも重要です。さ

らに社内においても、各々が得意な領域を組織

の壁を越えて協力し合えるクロスファンクショ

ンのような体制の構築にも取り組みたいと考え

ています。
４.成長投資

・サステナビリティへの対応（P.35）
・資本コストや株価を意識した経営の実現

１.成長戦略 ２.業績伸長

３.DX／稼ぐ仕組み ３.オープンイノベーション

安地担当

 塚越担当

担当領域

計測の本質を追求（安地隆浩） 他社との連携が急務（塚越　照）

未
来
を
創
る
成
長
戦
略
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取締役　上席執行役員
営業・マーケティング領域担当

小池秀昭

　当社はこれまで長きにわたり、国内産業を主

要なマーケットとして事業活動を行ってきまし

た。2024年までに実施したStage Ⅲにおいて

も、「２.業績伸長」の施策として「アジア地域

を中心とした海外市場の強化」を進めてきまし

たが、コロナ禍による活動の制約も長引き、現

在も売上の約8割が国内向けとなっています。

しかし、今後も業績を伸ばし持続的に成長して

いくためには、国内市場のみをターゲットとし

ていては目標とする姿に到達することはできま

せん。今後は、グローバル市場全体をターゲッ

トとした事業展開をより加速させ、多くの国・

地域のものづくりに貢献していくことが不可欠

です。

　そこでStage Ⅳでは、「はかる力を世界につ

なげる」をテーマに計測機器セグメントの製品

販売をグローバルに拡大することで、世界のも

のづくりを支える企業への転身に挑戦します。

当社が生業としている計測機器は、産業界を下

支えする役割を担っています。経済の発展を目

指す地域において、品質と生産性向上の基盤と

なる計測技術・製品を提供することで、当社自

身が成長するだけでなく、世界の産業を安全か

つ安定的に支援する存在になりたいと考えてい

ます。また、その国でものづくりが発展すると

いうことは、雇用の維持・拡大にもつながりま

す。現地の企業を支えるのはもちろんのこと、

海外進出する企業をサポートすることによる現

地雇用の拡大にも貢献できればと考えています。

　具体的な戦略としては、主に「販売網の拡大」

と「地域に特化した商品提供の実現」を進めてい

きます。営業面での「販売網の拡大」では、グ

ローバル拠点における現地代理店や現地パート

ナーとの関係性を強化し、広くローカルネット

ワークを構築することで、当社だけでは実現が

難しい販路の拡大を目指します。また「地域に

特化した商品提供の実現」では、市場を一括り

にせず国や地域ごとの異なるニーズに寄り添い、

その地域に特化した商品を開発・販売すること

で売上拡大につなげていきます。さらに人財育

成の面でも、国内・海外問わず営業部門の視点

のグローバル化を進めていきます。マーケット

を国内・海外と分けて考えず、日本も含めた世

界に通用する営業スキルを身に付けることを目

指した営業研修等も積極的に行っていきたいと

考えています。

　しかし、これら戦略を推進するためには、新

たな取り組みに割く時間や人財リソースを捻出

しなければなりません。そこで、DXの活用によ

る「稼ぐ仕組みの構築」も並行して進めます。デ

ジタルデータの運用促進によりお客様へ提供す

る情報の価値向上を実現するとともに、DXの

活用や営業プロセスの効率化により時間を創出

し、その時間をグローバル販売の拡大やスキル

アップに活用できる体制を整えていきます。

　グローバル市場において、まだ当社の伸びし

ろは十分にあると考えています。Stage Ⅳでは、

コロナ禍等でこれまで実行することのできなか

った施策も具現化し、当社のありたい姿に向け

て推進していきます。４.成長投資

・サステナビリティへの対応（P.35）
・資本コストや株価を意識した経営の実現

１.成長戦略 ２.業績伸長

３.DX／稼ぐ仕組み ３.オープンイノベーション

各戦略担当役員メッセージ［2］  世界のものづくりを支える企業に

担当領域

グローバル市場への進出

未
来
を
創
る
成
長
戦
略
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取締役　常務執行役員
総務・財務・内部統制担当

濵田　仁

　当社では、中期経営計画としてStageごとに

テーマや数値目標を定めていますが、会社が最

終的に目指さなければならないのは、持続的な

成長の先にある長期的な利益（長期利益）を確

実に獲得していくことです。Stage Ⅳでは、そ

の長期利益の獲得に必要な要素として「1.成長

戦略」と「2.業績伸長」をメインの戦略として

掲げていますが、それらを支え促進していくた

めには、人的資本を含むサステナビリティへの

対応や経営体制の整備、成長投資を進めること

が不可欠です。

　2024年までに実施していたStage Ⅲでも3

つの重点施策のうちの「3.構造改革」で人的資

本への投資を進めてきましたが、Stage Ⅳでは

これらの領域がメインの重点戦略により密接に

関わっていけるよう位置付けを変化させ、各戦

略をより加速させる存在となれるよう取り組ん

でいきたいと考えています。

　重点戦略を促進させるための投資戦略として

は、「4.成長投資」で掲げた設備等の固定資産

への投資や開発投資を行うだけではなく、財務

諸表では表せない非財務的な資本（知的資本・

人的資本・社会的資本等）をどう成長に活かし

ていくか、にも重点的に取り組んでいきます。

会社を成長させるための施策はその会社によっ

てさまざまだと思いますが、当社では短期的な

利益の獲得や財務指標の向上を評価の物差しと

するのではなく、会社が長期的に成長し、それ

が結果として株価の向上や長期利益の獲得につ

ながっていくことを重視し、それを達成するた

めの仕組みづくりを行っていきます。

　サステナビリティへの対応も、その一つです。

近年、サステナビリティへの対応は会社の持続

的な成長を支える重要な要素となっています。

短期的にはコストに含まれる取り組みであって

も、長期的に会社の成長につながると見込める

施策には積極的に取り組んでいきます。また当

社では2024年に、これまで継続的に取り組ん

できた内容を「サステナビリティ基本方針」と

して体系を整理し、方針として発表しました。

当社の方向性を明確に定めたことにより、さら

にサステナビリティへの対応を加速することが

できると考えています。

　特に人的資本の面では、Stage Ⅲで導入した

タレントマネジメントシステムの活用を促進し、

人財の育成や組織開発を重点的に進めていきま

す。会社が持続的に成長するためには、従業員

一人ひとりもともに成長する、その両輪で進ん

でいける組織であることが重要です。そこでこ

のタレントマネジメントシステムを活用するこ

とで、従業員個々が持つタレント（能力）を見

える化し、その能力を最大限に発揮できる仕組

みの構築に取り組みます。また、これまでも従

業員が長く働きたいと思える会社になれるよう

施策を進めてきましたが、引き続き働く環境や

制度の整備も並行して進めていきます。

　これら施策を着実に実行していくことで、従

業員自身の成長と、組織としての会社の成長や

長期的な利益が結びつき、その両方が実感でき

る会社になることを目指していきます。４.成長投資

・サステナビリティへの対応（P.35）
・資本コストや株価を意識した経営の実現

１.成長戦略 ２.業績伸長

３.DX／稼ぐ仕組み ３.オープンイノベーション

各戦略担当役員メッセージ［3］  非財務資本を成長に活かす

担当領域

従業員も会社も成長する組織へ

未
来
を
創
る
成
長
戦
略
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──これはどのようなものなのでしょうか。

松本拓也（以下、松本）「あたかも実際の道路を

走っているかのように音と振動を再現すること

で、“人が走行中に音や振動をどう感じるか”を

シミュレーター上で評価できるシステムです。

実際のものづくりに役立てていただくため、体

感できるだけでなく設計値に紐づけてモデル化

できる仕組みの構築を目指しています」

──どんなきっかけで始められたのですか？

松本「自動車開発ではMBDが進んでおり、そ

こに何か貢献できることはないか、と考えたの

が発端です。調査や研究を行う中で、自動車業

界における“人の感じ方にフォーカスした技

術”に興味を持ちました。当社はシミュレーシ

ョンを活用したテストベンチシステム（RC-S）

と音・振動の計測技術の両方を持ち合わせてい

るので、それらを体感が可能なシミュレーター

システムでつなぐ技術を構築できればMBDに

もアプローチできるソリューションになると考

えました。最初は一人で始めたので、とっかか

りの部分は大変でしたね」

──最初は一人だったのですね。

本当に色々と助けてもらっています」

柏﨑　紘 （以下、柏﨑）「私たちだけで進めてい

るのではなく、社内の方からも『既存の技術で

これが使えるのでは？』とアドバイスを頂くこ

MBDへの取り組み  若手社員が挑む新領域への挑戦

音・振動とシミュレーションの融合

アイデア実現ラボ
村木亜未香松本「そうですね。最初は私だけで調査や研究

を始め、そこに柏﨑さんが取り組まれていた音

の収録再生に関する研究内容を掛け合わせてシ

ステムを作り、新たに合流した村木さんにその

システムを用いた感性評価や感性モデルづくり

の検討を行っていただいています。お二人には

ともあります」

村木亜未香（以下、村木）「以前、社内実験を行

った時も多くの方が参加してくださって本当に

ありがたかったです」

アイデア実現ラボ
係長
柏﨑　紘

コネクトラボ
係長
松本拓也

未
来
を
創
る
成
長
戦
略

“開発のデジタル化やMBDに貢献したい” と
いう一人の若手社員の情熱から始まったNV
シミュレーターの開発。その挑戦は組織の
垣根を超え、今では次代を担うプロジェクト
となりました。今回は、その中核メンバーに

「今の想い」を聞きました
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試行錯誤をしつつも常に前向きに

柏﨑「その時も色々なアドバイスをフィードバ

ックしていただきましたね」

村木「参加された方に既存技術の活用を提案し

ていただき、実際に感性モデルに取り入れたこ

ともあります」

──社内の賛同者が増え、色々な方の知恵が取

り入れられているのですね。

松本「はい。何気ない雑談からつながることも

多いですね。『面白そう』と前向きに話を聞い

てくださる方が多く、嬉しい限りです」

──皆様の役割分担はあるのですか？

松本「今のところ明確に決めた役割はありませ

ん。自分の興味のあることであれば、括りは必

要ないと思っています」

──積極的に色々なことに挑戦できる体制なの

ですね。この取り組みで苦労されたことは？

松本「私は元々機械設計が担当で、シミュレー

ションや音・振動に関わったことがなかったの

で、最初は基礎的な知識がなく苦労しました。

試行錯誤を繰り返し、失敗もありましたが先輩

方に教えていただきながら学んでいきました。

興味のあることにはポジティブに取り組める性

村木「そうですね。このシステムはまだこれか

ら実用化に取り組む製品なので、実用化できた

時のことを考えるのも楽しいです」

柏﨑「私は収録データやモデルで生成したデー

タをシミュレーターに流している時が一番楽し

いです。『リアルに再現できた』と感動する時

もあれば『まだまだか』と思うこともあり、人

間の知覚の面白さを実感しています」

松本「同感です。私自身としては仲間ができ、

三人で取り組めているのも楽しいです」

──最後に、今後の展望を教えてください。

松本「モデルを活用することで、個々に最適な

パラメーターの設計をスピーディーに行えるシ

ステムにしていきたいです。今後は自動車に限

らずさまざまな業界で、個人にパーソナライズ

された製品が求められていくと思います。自動

車でもその人好みの車室内を作るという、そこ

にこの技術で貢献していけたらと思います」

格なので、学ぶこと自体は楽しかったです」

柏﨑「私は通常業務として音・振動の受託測定

を担当していますが、この取り組みは自動車が

メインなので、『自動車の音や振動にはどうい

った問題があるか』『どの周波数帯域を扱って

いるか』等を勉強する必要がありました。その

ため、通常業務の方でも自動車関連の測定を多

く担当させていただき、今現在もこの取り組み

と通常業務と相互にレベルアップしていけるよ

う勉強中です」

村木「この取り組みに限ったことではないです

が、私たちは自動車そのものを作ってはいない

ので『どういうシステムがお客様にとって嬉し

いか』がなかなか想像できないこともあり、そ

こが個人的に難しいと感じています。ただ、当

社の先輩方は自動車開発に長年寄り添ってこら

れているので、先輩方とコミュニケーションを

取りながら理解を深め、お客様にとって最適な

システムづくりに貢献していきたいです」

──反対に、良かったことは何ですか？

村木「どう取り組めばいいのか悩むこともあり

ますが、進めていくと『これか！』とパッと道

が開ける瞬間があり、自分の知識の広がりを感

じて嬉しいです」

──まさに「未知を拓く」瞬間ですね。

村木「感性価値は“付加”価値といわれますが、

豊かな暮らしの実現においては重要なものだと

思います。感性と物理を紐づけることは非常に

難しいですが、その実現に向け、私たちのシス

テムが縁の下の力持ちになれると嬉しいです」

柏﨑「お二人と考えが同じで驚きました。人間

中心のデザインを支える技術として、私たちの

生活を豊かにするものづくりをサポートできる

といいなと考えています」
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　当社が2023年から開始した新規事業「ベン

チマーキングレポート」販売。車両計測データ

の販売事業は当社初の試みであり、これまでの

「モノ売り」から「コト売り」ビジネスへの挑戦

を掲げた取り組みです。

　本事業の目的はそれだけではありません。自

分達で販売している計測機器を実際に使ってみ

て、「もっとこんなところを計測してみたい」

という発見、気づきを得て、それを新たな製品

「モノ→コト→モノの循環」による創出  ユーザー目線の「ものづくり」

【クランプ型トルク計】

──当社の受託試験やベンチマーキングレポー

トを担当しているチームからの要望は？

山田「本製品の開発がスタートした頃でしょう

か、ちょうどその頃ベンチマーキングレポート

販売の企画が立ち上がり、担当者の意見も拾い

ながら進めてきました。彼らは自動車メーカー

の声を日々ダイレクトに聞きながら仕事してい

るので、本当はお客様が何を求めているのか、

挑戦を続ける当社は、2023年に「ベンチマーキングレポート」の販売を開始。
そこで得た知見をもとに新たな製品につながるチャレンジを敢行しています。

「クランプ型トルク計」や「既存製品の新しい活用法」はその嚆
こ う し

矢となるものです

開発につなげていくサイクルを回そうとしてい

ます。

　言わば「マーケットイン」と「プロダクトア

ウト」を同時に行うような試み、それが当社の

チャレンジというわけです。

　今回はそんな当社の挑戦から生まれた「クラ

ンプ型トルク計」と、既存製品の新しい活用方法

を見出した「コリオリ式連続質量流量計」をご紹

介したいと思います。モノ→コト→モノの循環

による新たな価値の創出を目指し、日々邁進し

ています。

──今回お話を伺う「クランプ型トルク計」で

すが、これはどういう製品なのでしょうか？

山田　計（以下、山田）「本製品は、現在市場に

流通する自動車に使われているドライブシャフ

トにかかるトルクを計測するためのものです。

計測した数値をワイヤレスで転送します」

──どんな経緯で開発がスタートしたのですか？

山田「当社のMBD等に関連して、『（クランプ

型トルク計のような製品が）あるといいね』と

いうのは以前から分かっていました。そのうえ

で、私が所属するチームで取り組むテーマにつ

いて考えた時に『光学式センサーを使って何か

できないか』と、企画がスタートしました。そ

れから紆余曲折あり、歪みゲージを使った現在

の計測方式に落ち着きました」

お客様目線に立ち返る新製品開発 コネクトラボ
リーダー
山田  計

お客様が所有するドライブシャフトをお預かりし、
取付状態の特性を精緻に評価することで、シャフ
トそのものをセンサーの一部として利用（写真上）。
シャフト側に加工は必要ない。写真右はドライブ
シャフトにクランプ型トルク計を装着した状態

エコカーの燃費性能向上に貢献する

未
来
を
創
る
成
長
戦
略
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何ができたら嬉しいか、というのはよく分かっ

ています」

──実際、本製品はどのような用途で使うので

しょうか？

山田「例えばハイブリッドカーの場合、エネル

ギー回収を行う回生ブレーキの性能が重要にな

ってきます。ですが、現在主流を占める摩擦ブ

レーキを併用する制動機構においては、減速時

に回生ブレーキが発動しているのか、摩擦ブレ

ーキが発動しているのか、または両方発動して

いるのかが外からでは分かりませんでした。本

製品でドライブシャフトのねじれ量を計測すれ

ば、例えばハイブリッドカーが減速時に『今、

媒で行っているということが分かり

ました。ベンチマーキングレポート

の「熱マネジメント」をまとめるに

あたり、その冷媒が行った熱交換量

を計測したい、ということがそもそ

もの発端でしたね。私は計測を担当

しました」

三瓶祐一郎（以下、三瓶）「私は、後

述するコリオリ式連続質量計FZシ

リーズの企画を担当しています。木

野内さんから相談を受け、まず熱交換量を計測

するにはどうしたらよいのか、というところか

ら調べたところ、単位質量あたりの熱量であれ

ば、温度と圧力が分かれば冷媒の特性線図を描

くことで求めることができる、と分かりました。

しかし、温度と圧力は頑張れば計測はできます

が、肝心な質量流量が分からないと、特性線図

から求めた比エンタルピーだけでは駄目でした」

──比エンタルピーとは何でしょう？

木野内「単位質量あたりのエネルギー量です

ね」

──冷媒は計測しやすい物体なのでしょうか？

三瓶「いえ、冷媒は測りにくいです。流量とし

て計測する場合、気体と液体が混ざってしまう

と正確な計測ができないので状態が変わらない

場所で計測するしかありません。一番計測しや

すいのは液体の時です。今回、流量と密度の両

方を計測することができるコリオリ式連続質量

流量計FZなら測ることができると思いました」

──そこで木野内さんは、BYDのシステムの中で

どこが一番液体なのかを調べたということですね。

木野内「そうなります。『冷媒が車室外凝縮器

を通過し凝縮された後が液体だろう』というこ

とでそこに設置しました」

摩擦ブレーキを4割、回生ブレーキを6割利か

せている』といったことが分かります」

──本製品で電動車両のドライブシャフトを計

測することで、燃費の向上に貢献するのですね。

素晴らしいです。こちらはいつ頃製品化予定で

しょうか？

山田「もちろん、これだけで車両トータルの回

生性能を推し量ることはできませんが、重要な

指標の一つがわかる、ということです。製品化

については、現時点では特注で対応しており既

にお客様に販売を開始しています。今後引き合

いの声が多ければ、標準製品として量産も検討

していきたいと思っています」

田中鉄也「今回私は計測機器の装着を担当しま

した。車体の上側に置き場所がないので下側に

配置しました」

三瓶「重力加速度の影響で精度に影響が出るの

で、水平に設置する必要があります」

──実際に計測した結果はいかがでしたか？

木野内「条件によって気体と液体が混ざった状

態もありましたが、液体が流れている時はきち

んと計測できている、という結論に至りました」

──今回は「仕様外の使い方」と伺いましたが、

具体的にはどういうことでしょうか？

三瓶「今回の流量計測は、液体状態で計測して

いることが必要でした。液体状態か、気液混合

状態かを判断するために、密度データを利用し

ました。冷媒の密度は、1.3g/㎝3くらいです。

仕様範囲外とは“密度の校正範囲が1g/㎝3まで

なので計測データを保証することができない”

ということです。FZの設計値上の最大密度値

は5.0g/㎝3までです」

──今回のケースは「単に当社の計測機器を使

えば計測できる」ではなく、前段階の準備が大

変だったのですね。

三瓶「そこは木野内さん、田中さんの腕の見せ

所でしたね」

【コリオリ式連続質量流量計FZ】

はバッテリーの冷却が肝で、同車は「冷媒」を

使用した方法を採用しています。冷媒というの

はエアコンガスのことですよね。

木野内喬（以下、木野内）「はい、 BYDの大きな

特徴としてバッテリーの冷却と車室内冷却を冷

今回の計測は「冷媒が液体の状態で流量を測ること」を目的として
コリオリ式連続質量流量計FZシリーズを使用。液体で計測したい
が、流量が増えると圧が下がり気体になってしまう可能性がある。
そこで気体か液体か、という判断にFZの密度のデータを使用。写
真上はFＺシリーズ本体

営業本部
マーケティングブロック
特注商品グループ
係長
三瓶祐一郎

アイデア実現ラボ
リーダー
木野内喬

アイデア実現ラボ
リーダー
田中鉄也

――ベンチマーキングレポート第一弾の「BYD 

元PLUS」は中国製電気自動車（EV）として競

合メーカー注目の一台です。群雄割拠するEV

気液状態の冷媒をいかに計測するか
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グローバルでの市場開拓  はかる力を世界につなげる

営業本部　海外営業統括ブロック
ブロック長
兼　海外業務推進グループ
グループマネージャー

吉田雄大

担当：タイを中心とした東南アジア地域

担当：インド 担当：中国

担当：北米、中南米、欧州

世界をカバーする4つの現地法人
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株式会社小野測器
海外営業統括ブロック

日本　横浜タイ  ノンタブリ  Ono Sokki (Thailand) Co., Ltd. 米国  イリノイ  Ono Sokki Technology Inc.

を取り、本社からしっかりとバックアップでき

る体制を整えることで、より目標達成に向けた

流れを加速させることができると考えています。

　その第一歩として、まずは日本本社の「組織

体制の強化」に取り組んでいます。2024年ま

では国内営業部門と同じブロックに所属してい

ましたが、2025年からは「海外営業統括ブロ

ック」として独立し、より裁量を持った活動が

行えるようになりました。また一つだった組織

を「海外営業グループ」と「海外業務推進グル

ープ」に分けることで、これまで以上に自身の

　中期経営計画Challenge Stage Ⅳでは業績

伸長の施策として「グローバルでの計測機器拡

販」を掲げています。この施策の目標を達成する

ためには、市場調査や販促活動の不足、商流開

拓の遅れ等、現状抱えている足元の課題から一

つずつクリアしていく必要があります。これら

課題を解決するためには、最前線に立つ海外現

地法人に施策を進めてもらうことも重要ではあ

りますが、日本本社と海外現地法人が密に連携

業務に専門性を持って取り組める体制にしてい

ます。

　またマーケティングブロックには、「市場開

拓グループ」が新設されました。日本国内の新

規市場の可能性を探るだけではなく、海外市場

の調査や市場開拓に向けた戦略商品の企画も担

う部署で、海外市場での競争力の強化を狙いと

しています。

　こうした組織体制の強化をはじめ、海外現地

法人とともに各地域に特化した施策に取り組む

ことで、グローバルでの拡販を進めていきます。

本社から海外現地法人を支援

インド　ハリヤナ  Ono Sokki India Private Ltd. 中国  上海  Ono Sokki Shanghai Technology Co., Ltd.
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Ono Sokki Technology Inc.
President

山口博司

　東南アジアでは、計測分野における高度な技

術の現地化や人材の育成が課題となっており、

これらを解決することが製造業全体の成長と市

場競争力の強化につながると考えています。

　当社は地域産業の発展を支えるパートナーと

して、サービス力の向上を軸に施策を推進して

います。管理システムの導入により業務を効率

化し、生まれた余力をお客様との対話に活用す

ることで、ニーズを的確に把握しより適切な提

案を行える体制を構築します。また、ナレッジ

の蓄積と活用により、潜在的な課題にも柔軟に

対応できる体制を整えます。足元のタイ市場に

おいては、修理・点検サービスの充実や現地語

による支援、本社や代理店との連携強化等、お

　当社では、日本国内の納入実績や知名度を生

かし、日系の自動車関連企業や機械産業をメイ

ンに営業活動を行っています。特にライン向け

機器はリピートも多く、当社売上の基盤となっ

　昨今、中国では急速にEVの普及が加速し、

世界でもトップシェアを誇るほどEV産業が拡

大しています。それに伴い、関連部品メーカー、

特にモーターメーカーでは品質向上に向けた計

測ニーズが増加し、定性評価から定量評価へと

移行が進んできています。また、生産設備も自

動化による良否判定が盛んになり、特にモータ

ーメーカーが多い華南・華東エリアからの問い

合わせが活発化しています。

　当社では、得意分野である音・振動分野やラ

イン判定機器において、当社スタッフの課題解

決力と現地代理店との連携を活かした販売活動

を強化していきたいと考えています。また計測

機器のみならず特注試験装置及びサービスにお

　インドは人口が14億人を超え、中国を抜い

て世界トップの大国となりました。また近々

GDPが日本を抜き世界第4位となる見通しです。

こうした国の成長と並行してインドの産業界も

Ono Sokki (Thailand) Co., Ltd.
Managing Director

熊倉　雄

Ono Sokki India Private. Ltd.　
Managing Director

桑木一成

上海小野測器測量技術有限公司
執行董事総経理

阿比留孝広

Ono Sokki (Thailand) Co., Ltd.（タイ王国）

Ono Sokki Technology Inc.（アメリカ合衆国）

Ono Sokki Shanghai Technology Co., Ltd.（中華人民共和国）

Ono Sokki India Private. Ltd.（インド共和国）

客様が製品を安心して導入・活用できる環境を

整え、計測技術習得と現場定着を支援します。

　こうした一連の取り組みを通じ、現地の課題

解決と地域産業の発展に寄与していきます。

ています。国内のお客様が海外拠点に新規設備

を構築される際、国内拠点と同様の設備を導入

されることも多々あります。国内営業と密に連

携を取り情報を共有することで適切なシステム

アップを提案し、お客様の現地設備のスムーズ

な構築に貢献していきます。

　またここ数年はメキシコからの問い合わせが

年々増加している一方で、北米や欧州ではEV

への投資が活発化し、当社が強みを発揮してき

たエンジン関係への投資が縮小傾向にあります。

今後は、DXも活用した営業活動により長年築

いてきたお客様との信頼関係を維持するととも

に、新しいニーズの掘り起こしにも取り組んで

いきます。

いても、現場へ伺う機会を活かしてお困りごと

の解決や、規格に準拠したシステム提案となる

よう、計測ニーズに的確に応えられる企業を目

指して取り組みます。

持続的に成長することが予測されます。またそ

れと同時に当社がメインターゲットとしてきた

自動車業界でも生産台数が増加すると考えられ、

さらなる計測機器の需要が見込まれます。

　こうした市場の拡大に追従して成長を遂げる

ため、まずは販売網の強化に取り組んでいきま

す。直接当社からお客様へ販売する販路から代

理店と連携して販売を行う販路へと販売チャネ

ルを切り替え、特にインドのローカル企業に販

路を持つ代理店との関係性構築に注力します。

さらに、中期経営計画の製品戦略に沿ってメイ

ンのターゲット市場を製造ラインの出荷検査用

計測機器に絞り、売り上げ拡大に向けて取り組

んでいきます。
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